
 

 

 

 

新規就農者定着支援施設整備事業実施要綱 

 

30 産労農振第 2348 号 

平成 31 年４月１日 

一部改正 31 産労農振第 2350 号 

令 和 ２ 年 ４ 月 １ 日 

一部改正 ３産労農振第 2611 号 

令 和 ４ 年 ４ 月 １ 日 

 

第１ 目的 

この要綱は、今後の東京の農業を担うことが期待される新規就農者に対し、就農に必要な施設

整備や機械導入等を支援することで、新規就農者の農業経営を早期に安定させることを目的とす

る。 

 

第２ 補助対象事業者 

区市町村長 

 

第３ 事業実施主体 

１ 本事業の事業実施主体は、次の者とする。 

農業経営基盤強化促進法（昭和 55 年法律第 65 号）第 14 条の４に基づく青年等就農計画の

認定を受けた新規就農者（以下「認定新規就農者」という。）。ただし、事業開始時において認

定新規就農者でない場合は、事業年度内に認定新規就農者となることが確実であることを記載

した申出書（別記様式第１号）を補助対象事業者が知事へ提出することで、認定新規就農者と

同様に扱うものとする。 

２ 以下の項目に該当する者は事業実施主体として認めないことがある。 

（１）地域において不適正な農地利用を行った者 

（２）過去に国、都道府県、区市町村等からの助成に関し、不正等の事故を起こした者 

（３）公序良俗に反する行為を行った者 

（４）その他、都が事業実施主体として適切でないと判断する者 

 

第４ 新規就農者経営計画 

１ 事業実施主体は、５年後を目標とした農業経営の計画として、新規就農者経営計画（別記様

式第２号）を作成すること。 

２ 知事が必要と認める場合は、事業効果を確認するために、費用対効果を分析すること。 

３ 原則として事業費が 30,000 千円を超える場合は、５年後を目標としたキャッシュフロー計

算書を作成すること。ただし、知事が必要と認める場合は、事業費が 30,000 千円に満たない

場合でも作成するものとする。 

 

第５ 事業内容等 

１ 補助対象施設は、就農定着に必要な次のものとする。 

（１）生産施設 

（２）流通・販売施設 

（３）畜舎及び畜産関連施設 

（４）栽培関連施設 

（５）その他就農に必要な施設 

（６）農畜産業用機械 



 

 

 

（７）簡易な基盤整備 

２ 補助対象施設のうち、次のものは対象外とする。 

（１）トラック、パーソナルコンピューター等、汎用性のある機械など 

（２）法定耐用年数が５年未満のもの 

（３）１施設、１機械、１基盤整備当たりの事業費が 20万円未満のもの 

（４）費用対効果が十分でないもの 

（５）消耗品のみで整備又は更新されたもの 

（６）食品加工、農産加工、その他加工に関する機械 

３ 補助対象とする施設等は、新品、新設若しくは新築又は中古によるもののほか、既存施設の

有効利用等の観点から、地域の実情に照らし適当と認められる場合には、増築、併設等を含む

ものとする。 

また、地域の実情等に応じ、事業費の低減を図るため適切と認められる場合には、直営施行

としても差し支えない。その場合は、実施計画の中の施設整備計画を記述する場所に、「（直営）」

と明記するものとする。 

 

第６ 事業費の構成等 

１ 事業費の構成は、原則として別表のとおりとし、単価及び歩掛りは、当該区市町村において

定める基準によるなど、地域の実情に即した適正な現地実行単価により算定するものとする。 

また、事業又は施設の規模及び構造は、それぞれの目的に合致するものでなければならない。 

なお、設計費、積算書作成、測量試験費、登記料、各種届出費用等は事業対象経費として認

めない。 

２ 事業費の構成内容は、次のとおりである。 

（１）工事費 

工事費は、工事（工事に必要な仮設工事を含む。）に要する費用で、直接工事費、共通仮設

費、現場管理費及び一般管理費に区分する。それぞれの内容は次のとおりである。 

ア 直接工事費 

直接工事費は、労務費、材料費、直接経費等（その他工事の施行に直接必要な費用）で

あって、以下のイ・ウに掲げるもの以外のものとする。 

イ 共通仮設費 

共通仮設費の内容は、次のとおりとする。 

(ｱ) 運搬費－機材、建設機械の運搬に要する費用 

(ｲ) 準備費－準備片付け、丁張り、伐開等に要する費用 

(ｳ) 事業損失防止施設費－工事施工に伴って発生する騒音、振動等事業損失を未然に防止

するために要する費用 

(ｴ) 安全費－交通安全整理等に要する費用 

(ｵ) 役務費－材料置場、電力料金等に要する費用 

(ｶ) 技術管理費－品質・出来高・工程管理に要する費用 

(ｷ) 営繕費－現場事務所、試験室、労務者輸送など営繕に関する費用 

(ｸ) その他－数種目に共通的なその他の仮設費 

ウ 現場管理費 

現場管理費は工事現場の管理をするために必要な共通仮設費以外の次の費用とする。 

労務管理費、地代、家賃、租税公課、保険料、退職金、福利厚生費 

事務用品費、交通費、通信費、補償費、雑費等 

エ 一般管理費 

一般管理費は、工事施工にあたり企業活動を継続運営するために必要な次の経費とする。 

役員報酬、従業員給料手当、退職金、福利厚生費、修繕維持費 

事務用品費、通信交通費、動力・用水光熱費、調査研究費、広告宣伝費 

交際費、寄付金、地代、減価償却費、試験研究償却、開発費償却、租税公課 

保険料、契約補償費、株配当・役員賞与など付加利益等 



 

 

 

（２）機械器具費 

機械器具費は、機械器具の購入費、運搬費又は据付け制作等の費用とする。 

 

第７ 実施手続 

１ 区市町村実施計画の作成 

補助対象事業者は、管内の事業の新規就農者経営計画を取りまとめ、別記様式第３号により区

市町村実施計画書を策定の上、事業実施主体の新規就農者経営計画を添えて、別記様式第４号に

より知事に対して認定を申請するものとする。なお、作成の際は農業経営基盤強化促進法（昭和

55 年法律第 65 号）第 14 条の４に基づき認定を受けた青年等就農計画との整合性に留意するも

のとする。 

２ 区市町村実施計画の認定 

知事は、実施計画書の内容のほか、以下の項目について確認した上で審査した結果、適当と認

めた場合は、計画を認定し、補助対象事業者に対してその旨を通知するものとする。 

（１）認定新規就農者でない場合は、就農定着が確実であることを確認するための５年後を目標

とした新規就農経営計画の妥当性 

（２）事業効果を確認するための費用対効果 

（３）５年後を目標としたキャッシュフロー計算書 

 

第８ 実施計画の変更 

補助対象事業者は、第７により実施計画の認定を受けた後、次のいずれかに該当した場合は、

あらかじめ実施計画変更承認申請書（別記様式第５号）を知事に提出し、その承認を受けるもの

とする。 

（１）区市町村の農業振興の基本方針の変更 

（２）事業実施主体が目指す農業経営の就農定着方法の内容の変更 

（３）事業実施主体の変更 

（４）実施計画のうち、事業費又は事業量の３割を超える変更 

（５）その他知事が特に必要と認める場合 

 

第９ 事業の着工 

事業の着工（機械等の発注を含む。）は、原則として補助金交付決定に基づき行うものとする。

ただし、実施計画が認定され、かつ地域の実情に応じて事業の効果的な実施を図る上で、緊急か

つやむを得ない事情により交付決定前に着工する必要がある場合には、その旨を具体的に明記し

た補助金交付決定前着工届（別添参考様式を参照）を補助金交付申請書に添付し、あらかじめ事

業実施主体が補助対象事業者宛てに届け出るものとし、提出を受けた補助対象事業者は、その必

要性を検討の上、知事に届け出るものとする。 

なお、補助金交付決定前着工を実施した場合は、補助対象事業者が提出する補助金交付申請書

の備考欄に補助金交付決定前着工届の文書番号及び年月日等を記載しておくものとする。 

 

第 10 報告 

１ 補助対象事業者は、本事業の完了後、実施計画で定めた目標年度の間、別記様式第３号によ

り各年度の区市町村における実施状況をとりまとめ、別記様式第６号をもって、事業実施年度

においては完了後速やかに、それ以降は翌年度の５月末日までに知事に報告するものとする。 

２ 前項のほか、補助対象事業者は、知事の求めに応じて、本事業の実施状況を報告するものと

する。 

３ １に定める報告にあたっては、事業目標の進捗状況に応じて、第 13 の推進指導を行うもの

とする。 

 

第 11 整備した施設・機械等の管理運営等 

補助対象事業者は、事業実施主体に対し、整備した施設・機械等を常に良好な状態で管理し、



 

 

 

必要に応じて修繕、改修等を行い、その設置目的に即して最も効率的な運用を図り適正に管理運

営するよう指導するものとする。また、整備した施設・機械等については、原則として農業保険

法（昭和 22 年法律第 185 号）に基づく農業共済制度に加入し、農業共済制度の引受対象外の施

設・機械等である場合は、被災等に備え、損害保険等へ加入するものとする。 

１ 管理方法 

（１）補助対象事業者は、事業実施主体が整備した施設・機械等について、補助金の交付目的に

沿った適正な管理を行わせるため、耐用年数表（減価償却資産の耐用年数に関する省令（昭

和 40年大蔵省令第 15号））に相当する期間に準じて処分制限期間を設定させるものとする。 

（２）補助対象事業者は、事業実施主体に対し、施設・機械等の管理状況を明確にするため財産

管理台帳を備え置かせるものとする。 

２ 災害の報告 

補助対象事業者は、事業実施主体が整備した施設・機械等について、処分制限期間内に天災

その他の災害により被害を受けたときは、直ちに事業実施主体に報告させるものとし、報告を

受けた補助対象事業者は、その必要性を検討の上、知事に届け出るものとする。 

３ 増築等に伴う手続 

補助対象事業者は、事業実施主体が整備した施設・機械等の移転、更新又は生産能力、利用

規模、利用方法等に影響を及ぼす増築等の変更を当該施設・機械等の処分制限期間内に行うと

きは、あらかじめ事業実施主体に報告させるものとし、報告を受けた補助対象事業者は、その

必要性を検討の上、知事に届け出るものとする。 

 

第 12 助成措置 

知事は、別に定めるところにより、予算の範囲内において、本事業の実施に必要な経費につい

て助成するものとする。 

 

第 13 推進指導体制 

１ 補助対象事業者は、実施計画の作成及び本事業の円滑な推進を図るため、行政機関や農業団

体等と連携した「地域支援チーム」を設置し、事業の実施前における内容の審査及び実施後に

おける評価等の事業目的を達成するために必要な指導を行うものとする。 

２ 前項において、新規就農者に対する既存支援体制をもって代用することもできるものとする。 

 

第 14 他の計画・施策との整合性 

都及び区市町村等は、他の計画及び施策を定めるときは、実施計画が達成できるよう十分配慮

するものとする。 

 

第 15 その他 

この要綱に定めるもののほか、本事業の実施につき必要な事項については、知事が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成 31年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

  



 

 

 

別表（第６関係） 

事 業 費 の 構 成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

労 務 費 

① 直接工事費 材 料 費 

直接経費等 
工事原価 

工事価格 
② 共通仮設費 

ア 運 搬 費 

(1) 工事費 
イ 準 備 費 

ウ 事業損失防止施設費 

エ 安 全 費 

オ 役 務 費 

カ 技術管理費 

キ 営 繕 費 
事 業 費 

ク そ の 他 

③ 現場管理費(諸経費) 

④ 一般管理費(諸経費) 

消費税相当額 

(補助対象外） 

(2) 機械器具費 購 入 費 

 

機械購入費（付属機械器具含む。） 

 

運 搬 費 

（付属機械器

消費税相当額 

(補助対象外） 

据 付 等 



 

 

 

別記様式第１号（第３関係） 

 

 

東 京 都 知 事  殿 

 

 

（区市町村長名）        印 

 

 

申 出 書 

 

 
新規就農者定着支援施設整備事業実施要綱第３の１のただし書に基づき、以下のとおり申し出ま

す。 

 

事業実施主体名 

 

 

 

上記事業実施主体は、事業実施年度内に認定新規就農者となることが確実であるため認定新規就

農者と同様に取り扱っていただきたい。 

 

申出理由 

 

注 青年等就農計画（案）を添付すること。  



 

 

 

別記様式第２号（第４関係） 

新規就農者経営計画 
  年  月  日 

 

住 所  

氏 名             （印） 

   年  月  日生（  歳） 

 

就農年月日   年 月 日 
青年等就農計画 

認定年月日 

年 月 日認定 

（ 予定 ） 

 

①計画期間 年度～   年度（ ５年間） 

②農業経営の現状 

（経営を開始していない場

合は、農業研修等実績） 

 

③農業経営の目標  

④-1農業経営規模の概要 

（区市町村名・経営農地面

積） 

 
所在地 

（区市町村名） 
現状（ａ） 目標（ａ） 

所有地    

借入地    

④-2補助事業の導入実績 

 

 

 

 

④-3その他特記事項 

 

 

 

 



 

 

 

 

⑤
作
付
け
状
況
及
び
計
画 

経営

作物・ 

畜種

名 

部門

名（露

地・施

設等） 

【現 状】 【目 標】 

作付面積（ａ） 

又は飼養頭数 

（頭、羽数） 

生産量 

（kg、本、

束、パック

数※） 

売上金額 

（万円） 

作付面積（ａ） 

又は飼養頭数 

（頭、羽数） 

生産量 

（kg、本、

束、パック

数※） 

売上金額 

（万円） 

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

小  計       

農業体験農園・農

畜産物加工その

他 

面積（ａ）、原料

名 

製造量（kg）

など 

売上金額 

（万円） 

面積（ａ）、原料

名 

製造量（kg）

など 

売上金額 

（万円） 

       

       

       

       

       

       

小  計       

合   計       

備

考 
 

※生産量を kg以外の単位で記載する場合は、1単位当たりのグラム数を備考欄に記載すること。 

 



 

 

 

 

⑨施設・機械等の年間利用計画 

事業内容 

及び 

事業量 

月別利用計画 設置場所 

 

管理者名 ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ 

 

            

 

 

            

 

 

            

 

※複数の施設を整備する場合は、施設ごとに記入する。 

※栽培期間を―で記入し、出荷期間を□で記入する。 

⑥
主
な
販
売
先 

（あてはまる項

目の□にチェッ

クしてくださ

い。） 

【現 状】 【目 標】 

☐ 市場出荷（   ％） 

☐ スーパー、量販店（   ％） 

☐ 共同直売所（   ％） 

☐ 個人直売所（   ％） 

☐ 学校給食（   ％） 

☐ その他（      ）

（   ％） 

☐ 市場出荷（   ％） 

☐ スーパー、量販店（   ％） 

☐ 共同直売所（   ％） 

☐ 個人直売所（   ％） 

☐ 学校給食（   ％） 

☐ その他（      ）

（   ％） 

⑦
施
設
・機
械
等
の
整
備 

機械・施設名 【現 状】 名称、面積、棟数、台数など 【目 標】 名称、面積、棟数、台数など 

施設   

機械   

 その他   

⑧
農
業
従
事
者 

農業従事者内

訳 

【現 状】 【目 標】 

人数 

(人) 

年間農業 

従事日数 

(日) 

年間農業 

労働時間 

(時間) 

人数 

(人) 

年間農業 

従事日数 

(日) 

年間農業 

労働時間 

(時間) 

家
族 

本 人       

その他       

家族以外       

合  計       



 

 

 

⑩添付資料 
 

１ 一般平面図（事業実施地を明確にする。） 

２ 施設整備位置図、農業機械定置図、基盤整備に関する書類 

３ 申出書（事業実施主体が「見なす者」の場合） 

４ 費用対効果算定表（知事が必要と認める場合に提出するものとする。） 

５ キャッシュフロー計算書（原則として事業費が 30,000千円を超える場合に提出するものとする。

ただし、知事が必要と認める場合は、事業費が 30,000千円に満たない場合でも提出するものとす

る。） 

６ その他必要な資料 

７ 事業費の根拠（実施設計、見積等） 

 

 

 



 

 

 

別記様式第３号（第７関係） 

 年度 新規就農者定着支援施設整備事業 区市町村実施計画書（実施状況報告書） 

番
号 

事
業
実
施
年
度 

区
市
町
村
名 

事業実施 

主体名 

青年等就農計画

の認定期間 
事業実施場所 事業目的 

対象作物・ 

畜種等名 

事業内容 
(工種、施設区分、

構造、規格、能力
等) 

総事業費 

(円) 

補助対象 
事業費 
(円) 

負担区分(円) 工期 

事業完了

年月日 

農業共済
加入 
年月日 都 

区市 
町村 

その他 
着工 
年月日 

竣工 
年月日 

    

年 月 日 

から 

年 月 日 

まで 

             

    

年 月 日 

から 

年 月 日 

まで 

             

    

年 月 日 

から 

年 月 日 

まで 

             

    

年 月 日 

から 

年 月 日 

まで 

             

 合計         

※ 変更のある場合、変更部分について二段書きとし、変更前を上段に括弧書きにする。 

※ 達成率（単位：％）は、次の計算式により算出することとする。 

（実績／計画）× 100 （小数点以下切捨て） 

※ 営農状況は、事業導入による経営改善の効果や改善が進まない理由などを記入する。 

※ 実施状況報告の際は、事業完了後の現況や利用状況を撮影した写真整理帳を添付する。 

 

 

 

 



 

 

 

目標達成状況 

目標 

計画時 

の数値 

(単位:千円) 

項目 
実施後 

１年目 

実施後 

２年目 

実施後 

３年目 

実施後 

４年目 

実施後 

年目 

実施後 

年目 

目標年度 

( 年度) 

  

実 績        

達 成 率        

営 農 状 況        

  

実 績        

達 成 率        

営 農 状 況        

  

実 績        

達 成 率        

営 農 状 況        

  

実 績        

達 成 率        

営 農 状 況        

  

実 績        

達 成 率        

営 農 状 況        

  実 績        

達 成 率        

営 農 状 況        

 

 

  



 

 

 

別記様式第４号（第７関係） 

 

 

（番     号） 

年  月  日 

 

 

東 京 都 知 事  殿 

 

 

 

 （区市町村長 氏名）     印 

 

 

新規就農者定着支援施設整備事業実施計画認定申請書 

 

 

新規就農者定着支援施設整備事業実施要綱（平成 31年４月１日付 30産労農振第 2348号）

第７の１により、実施計画の認定について新規就農者定着支援施設整備事業実施計画書を

添えて申請します。 

  



 

 

 

別記様式第５号（第８関係） 

 

 

（番     号） 

  年  月  日 

 

 

東 京 都 知 事  殿 

 

 

 

（区市町村長 氏名）     印 

 

 

 

新規就農者定着支援施設整備事業実施計画変更認定申請書 

 

 

 新規就農者定着支援施設整備事業実施要綱（平成 31 年４月１日付 30 産労農振第 2348

号）第８により、実施計画の変更について新規就農者定着支援施設整備事業実施計画書を

添えて申請します。 

 



 

 

別記様式第６号（第 10関係） 

（番     号） 

   年  月  日 

 

 

東 京 都 知 事  殿 

 

 

 

（区市町村長 氏名）     印 

 

 

年度新規就農者定着支援施設整備事業実績報告書 

 

 

   年度に実施した新規就農者定着支援施設整備事業における  年度の実績について、新規就農

者定着支援施設整備事業実施要綱第 10の１の規定により報告します。 

 

 

記 

 

 

別紙のとおり 

  



 

 

別記参考様式（第９関係） 

 

 

年  月  日 

 

 

（区市町村長）殿 

 

 

（事業実施主体名）     印 

 

 

年度新規就農者定着支援施設整備事業に係る補助金交付決定前着工届 

 

 

  年度事業に係る下記事業について、別記条件を了承の上、補助金交付決定前に着工したいので届け

出ます。 

 

記 

 

１ 事業内容及び事業量 

２ 事業費 

３ 補助金交付申請書年月日 

４ 着工予定年月日 

５ 完了予定年月日 

６ 補助金交付決定前着工を必要とする理由 

 

 

別記条件 

 

１ 補助金交付決定を受けるまでの期間内に、天災地変等の事由によって実施した事業に損失を生じ

た場合、これらの損失は事業実施主体が負担するものとする。 

２ 補助金交付決定を受けた金額が、交付申請額又は交付申請予定額に達しない場合においても異議

がないこと。 

３ 当該事業については、着工から補助金交付決定を受ける期間においては、計画変更は伴わないこ

と。 

 


